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１．はじめに 

一般的に、道路建設は動植物の生息生育環

境の消失・縮小・質的劣化、動物の移動経路

の分断等をもたらす可能性があるため、建設

に際しては、その影響の種類、度合いに応じ

て適切な環境保全措置を講じる必要がある。 

今回、首都圏中央連絡自動車道（以下、「圏

央道」という）の千葉県茂原～木更津間（事

業化区域）の建設に伴い、自然環境に配慮し

た施工・管理を行ったので、現場で直面した

施工・管理上の課題とその対策について紹介

する(図 1)。 

 

図 1 路線図と対象区間 

 

２．生物多様性の保全に配慮した緑化の取組 

 道路事業における法面等への緑化は、環境

保全措置の一手法として有効である。 

最近の法面緑化技術の進歩は目覚ましく、

条件さえ整えば、樹林化を図ることもそれほ

ど困難ではなくなりつつある。その中で自然

環境への配慮、特に種内多様性の保全に配慮

するためには、地域性系統が確保された緑化

材料の調達、保管、施工が必要であり、これ

らは多くの場合、時間、場所、費用の面で少

なからず制約を受けている。 

本稿でいう地域性系統とは、自生種（自然

分布している範囲内に分布する種、亜種又は

それ以下の分類群のこと）のうち、ある地域

の遺伝子プールを共有する系統であり、地域

性種苗とは地域性系統をベースに生産された

種苗のことを意味するものとする 1)。 

 ここでは対象区間の中で、生物多様性の保

全に重点的に配慮すべき地域（以下、「生物多

様性保全地域」という）における緑化におい

て、地域性系統を確保する取り組みを様々な

アプローチから行った。以下にその事例の一

部を紹介する。 

2.1 小学校との協働による種子採取と育苗 
法面緑化の材料を確保するため、施工予定

地周辺の樹林地で、小学生と一緒にコナラ等

のどんぐり拾いを行い、小学校で育苗しても

らうという取り組みを行った（写真１）。 

 

写真 1 どんぐり拾いの様子（H15.10） 

（写真提供：国土交通省千葉国道事務所） 
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 苗木は今後、２年半ないし３年半の間小学

校で育苗し、近接する生物多様性保全地域に

植え付ける予定になっている。 

この取り組みは、周辺住民への道路事業の

啓蒙、環境教育等とともに、生物多様性の保

全に資するものである。 

2.2 根株移植（根株植栽） 

直接改変域に生育していたヤマボウシを法

面緑化の材料として用いた例を紹介する。ヤ

マボウシは千葉県 RDB において D ランク（一

般保護生物：個体数を減少させる影響は可能

な限り生じないよう注意する種）に位置付け

られる種であったことから、保全の必要性が

認められたものである。 

現地では以下のような課題が認められた。 

▲この改変域では、平成 15 年 8 月時点で 28

個体のヤマボウシが確認され、同年 10 月か

ら 11 月にはそれらヤマボウシを含む樹林

を伐採する計画となっていた。そのため、

与えられた短い期間で実行可能な保全対策

を検討し、速やかに実行に移す必要があっ

た。 

▲移植（根株移植）をする場合、工事スケジ

ュール等の関係で直ちに移植先を確保でき

ない場合が多い。その場合、移植先が整備

されるまでの間、別の場所に仮植えしてお

く必要があるが、今回の場合、仮植地は放

棄水田しか確保できなかった。この場所は

地下水位が極めて高く、そのまま植栽した

場合、根腐れを起こす懸念があった。 

 これに対し、以下の保全対策を講じた。 

○10～11月に行えるヤマボウシへの保全対策

は、種子採取（種子からの育苗）、移植、根

株移植しかなく、このうち同年9月に実施し

た事前調査では開花結実個体が全く認めら

れなかった。そのため、全個体の形状寸法

を測定した上で施工性等を考慮し、比較的

大型の26個体を根株移植で、小型の2個体を

移植することとした。根株移植（根株植栽）

とは、樹木の幹を地表付近で切断し、幹の

一部と地下の根系とを掘り取り、目的の植

栽場所に移動して植え付ける手法である。

切断面から萌芽枝により再生する（図2）。 

○仮植え地については、素堀りの水路を築い

て水抜きをするとともに、客土を施用して

根腐れ対策を講じた（図3、写真2）。 

 

図 2 根株移植のイメージ 

 

図 3 ヤマボウシの仮植え地の整備図 

  

整備前（H15.9）      整備後（H16.1） 

写真 2 ヤマボウシの仮植地の状況 

これらの個体は、採取地近傍の生物多様性

保全地域に活用する予定にしている。 

ヤマボウシの根株移植に関する知見は必ず

しも多くは無く、かつヤマボウシは今後も土
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工部で確認される可能性が十分に考えられる

ことから、仮植えの間や植栽後もモニタリン

グ調査を実施し、必要なデータを集積してお

くことが必要である。 

2.3 土壌シードバンクの活用 

現地採取した種子から育苗して苗木植栽す

る方法や現地に生育する個体を移植する方法

は、時間的・場所的な制約が強く、必要な時

に必要な分だけ材料を確保することが困難で

ある。ここではその時間的、場所的な制約を

解決するための方法として、土壌シードバン

クを活用した緑化を試みたので紹介する。 

土壌シードバンク（時間的継続性の違いに

より、種子が散布された後の特定の季節にの

み存在する寿命の短い「季節的シードバンク」

と１年以上の期間連続して存在する寿命の長

い「永続的シードバンク」とがあり、ここで

は主に後者を指す）とは、地表面の土壌中（A

層）あるいは落葉等を含む有機物層（A0層）

の中にあって、発芽しないで生存し続けてい

る種子集団のことであり、樹林地等で、風倒、

伐採等何らかの理由で樹林の地上部が開け、

地表面の温度、光、乾燥等の環境条件が変化

した場合、その刺激によって休眠が解除され、

発芽するという特性を持っている 2)。 

土壌シードバンクを活用した緑化工法は、

暗い林内環境に置かれている表土を意図的に

明るい林外に播き出すことにより、人為的に

休眠を解除し、発芽を促すものである（図４）。 

 

図 4 土壌シードバンク活用のイメージ 

土壌シードバンクを活用する場合、 

○採り播きと同様、採取地に施工することで

地域性系統を確保しやすいこと、 

○採取時と同じ環境であれば発芽しないこと

から、暗い樹林地内に土嚢に詰めた状態で

比較的長期にわたり保管しておける 3)こと、 

○圏央道の土工部は表土の存在する丘陵地が

多いため、必要な数量を確保し易いこと、 

等が利点として挙げられた。 

一方で以下のような課題も懸念された。 

▲発芽の可能性のある種子の種類・数量を事

前に調整できないため、施工当初の植被率

が必ずしも高くない。 

▲外来種が土壌シードバンクに混入している

場合、外来種を復元する一助となる恐れが

ある。 

▲機械化工法に応用されたのは、ごく最近で

あり、実績が必ずしも多くない。 

▲発生する植物は休眠性を有するものに限ら

れるため、それらの種・系統を無意識的に

選抜していることになる。 

以上の課題に対し、対象区間における工法

の適用性を検討するため、実際の法面を対象

に実証試験を次のように行った。 

 

図 5 試験施工図 

試験内容は、植物の活着・生育に最も条件

がよいとされる北向き盛土法面（1 割 8 分勾

配）と、最も条件が厳しいとされる南向き切

土法面（1 割 2 分勾配）を試験地として設定

し、それぞれの試験地で吹付厚の違い（厚さ

2,3,5cm）を比較できるよう設定した（図 5、

写真 3）。 
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撒き出す表土の採取地はスギ人工林とし、

環境の安定した林内で採取した（写真 4）。ま

た、土壌シードバンク由来の実生と周囲から

の侵入種由来の実生とを選り分ける狙いをも

って、基材吹付のみ（表土未混入）の対照区

を設定した。表土採取は平成 16 年２月に、施

工は同年３月に実施している。 

今後はモニタリング調査を実施し、計画路

線周辺の土壌シードバンクを活用する際の有

用性と課題を整理する必要がある。 

  

施工直前（H16.3）    施工後約６ヵ月（H16.10） 

(写真提供：国土交通省千葉国道事務所) 

写真 3 試験施工地のうち北向き盛土法面の状況 

 

写真 4 表土採取地（スギ人工林） 

 

３．おわりに 

 実際の施工現場においては、①工期設定に

際し生物の生態的特性が考慮されないこと、

②ストックヤードの確保が困難な場合が多い

こと、③社会情勢等から工費に制限がかかる

ことなどから、最適な手段を講じることが困

難な場合がある。この点を踏まえつつ、現場

に携わる関係者が共通して認識すべきと考え

られる事項を以下に整理した。 

(1)自然環境に配慮した施工を行うためには、

時間、空間、費用の面である程度の余裕が

必要であり、その認識のもと、全体の道路

建設に関わる工程を踏まえて計画的に進め

る必要がある。 

(2)自然環境を保全するための技術は日々進

歩していることから、常に最新の知見を求

め、その時々の最善策を講じる努力が必要

である。 

(3)自然を扱う工事では、予測した結果が高い

確率で保証されているわけではない。関係

者は工法が持つ優位性と課題、成功の確実

性、モニタリングによる検証の必要性につ

いて十分に認識し、自然順応的に管理を進

める方向に転換していくことが望まれる。

そのためには高い成功率を前提とする現在

の法面緑化の竣工検査のあり方の再考、モ

ニタリングによる事業評価とその知見の集

積、費用・技術的に実行可能なモニタリン

グ手法の開発等が今後求められる。 

本稿を作成するにあたり、国土交通省千葉

国道事務所の皆様には、施工後の状況写真、

追跡調査の結果資料等をご提供頂くとともに、

貴重なご意見を頂きました。ここに記して厚

く御礼申し上げます。 
参考文献 

1) 日本緑化工学会：生物多様性保全のための

緑化植物の取り扱い方に関する提言，日本

緑化工学会誌，Vol.27，No.3，p.481-491，

2002 

2) 鷲谷いづみ、矢原徹一：保全生態学入門－

遺伝子から景観まで－ ，270p，文一総合出

版，1996 

3) 梅原徹、永野正弘：「土を撒いて森をつく

る！」研究と事業をふりかえって，保全生

態学研究，第２巻，第１号，p.9-26，1997 

 

※本稿は、㈱プレック研究所発行の広報誌

（PREC Study Report vol.10）に掲載した

内容を一部加筆、修正したものです。 


